
また、同法においては、公営住宅への入居資格の特例等により、避難者の居住の安定の確保を図ることとして
いる。

（下水道における放射性物質対策）
　東京電力福島第一原子力発電所事故により放出された放射
性物質は、市街地の表面等に堆積し、特に合流式下水道（雨水
と汚水を合わせて収集する下水道）において、雨天時に下水処
理場に流入し、処理の過程で下水汚泥に濃縮され、下水汚泥及
び下水汚泥を焼却した焼却灰等から放射性物質が検出されるこ
ととなった。このため、従来はセメント原材料等建設資材、コ
ンポスト等緑農地利用等に活用されていた下水汚泥等の有効利
用・処分に支障をきたすことになった。
　原子力発電所の敷地外に放射性物質が飛散することは、現行
法で想定されていなかったため、内閣総理大臣を本部長とする
原子力災害対策本部が「放射性物質が検出された上下水処理
等副次産物の当面の取扱いに関する考え方」を平成23年６月
に示し、その後、同年12月に環境省から「廃棄物関係ガイドラ
イン」が発出され、また、除染と汚染廃棄物の対策を二本柱と
する「平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖
地震に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質に
よる環境の汚染への対処に関する特別措置法（放射性物質汚
染対処特別措置法）」が24年１月１日に全面施行された。
　国土交通省では、（公社）日本下水道協会とともに「下水道における放射性物質対策に関する検討会」を
23年６月に開催し、下水処理場における放射性物質の挙動の解明と今後の推移の予測、周辺環境への影響、
情報提供のあり方、下水汚泥の減容化対策を含めた管理方法等について検討を行い、現時点の知見の集約と
して、同年11月25日に中間取りまとめを行った。
　「放射性物質汚染対処特別措置法」においては、放射性セシウムについての放射性濃度が8,000ベクレ 
ル/kgを超える廃棄物で国が指定した物については、指定廃棄物として取り扱われることとなり、基本方針
では、①指定廃棄物のうち、公共下水道・流域下水道に係る発生汚泥等の処理については国土交通省と連携
して環境省が行う、②指定廃棄物の処理は、当該指定廃棄物が排出された都道府県内において行う、③廃棄
物の再生利用の推進のため、安全性を確保しつつ、可能な限り廃棄物からの再生品（セメントや再生砕石等）
の活用を図るものとする、とされており、今後同法に基づき、適切に処理が進むものと期待される。

第２節 震災後の国民意識の変化
（国民意識の変化）
　未曾有の震災である今回の東日本大震災は、防災
等に対する国民意識を大きく変えた。国土交通省が
平成24年１月末～２月に実施した国民意識調査（以
下「国民意識調査」）注において、「東日本大震災後
の考え方の変化」について聞いたところ、「防災意識
の高まり」（52.0％）が最多で、「節電意識の高まり」

（43.8％）、「家族の絆の大切さ」（39.9％）が続いた。
　また、「社会資本に求める機能」については、「安全・
安心を確保する機能」（74.4％）が最多で突出しており、

「高齢者、障害者対応の機能」（25.8％）、「環境対策の
機能」（24.1％）、「地域経済活性化の機能」（23.5％）、「省
エネ機能」（19.3％）が僅差で続いている。

（企業における災害対応意識の高まり）
　東日本大震災では、サプライチェーンの寸断によ
る生産減等、民間の経済活動に多大な影響が生じた。
そのため、企業行動においても、今回の震災を機に災
害対応の意識が高まり、災害時の事業継続体制を強
化する動きが見られる。具体的には、日銀さくらレポート（平成23年10月）において、多重性（リダンダン
シー）という観点から複数拠点で生産する体制づくりや工場等の移転・再配置を検討する動き、部材調達の
複線化や在庫の積み増し等を検討する動き等があると指摘されている。
　また、震災後、企業の社会的責任（CSR：Corporate Social Responsibility）という考え方に基づき、
寄付や物資供給のほかに、人の派遣といった支援を行う企業が見られた。これを機にボランティア休暇制
度を設ける企業もあった。会社内の部門横断でチームを作り被災地へ送り出す企業や、被災地で活動する
NPOの戦略づくりを支援する企業、昼休み時の活動を用意する企業等、多様な取組みが見られた。

注　�平成24年1月～2月に、全国の満20歳以上の男女を対象に、インターネットベースにて実施し、4,000人の回答を得た。地域、世代、性別による偏
りが生じないよう、実際の人口構成比に合わせて割付を行っている。

2011年3月に起こった東日本大震災後、あなたの考え方で変わったことは何ですか。
（3つまで）

防災意識の高まり
節電意識の高まり
家族の絆の大切さ

政治への関心の高まり
地域の絆の大切さ
健康意識の高まり

友人等との絆の大切さ
仕事観

疎開先確保の必要性
その他

52.0％
43.8％　　　　

39.9％      　　　　
20.4％　　　　　　　　　　　　　　　

15.1％  　　　　　　　　　　　　　　　　　
11.3％  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

7.5％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
5.1％ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
3.4％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2.7％　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

0 20 40 60（%）

資料）国土交通省「国民意識調査」

東日本大震災後の考え方の変化図表42

東日本大震災を踏まえて、あなたが社会資本に求める機能をお知らせください。
（２つまで）

安全・安心を確保する機能

高齢者、障害者対応の機能

環境対策の機能

地域経済活性化の機能

省エネ機能

国際競争力強化の機能

その他

74.4％

25.8％ 　　　　　　　　　　　　　　　

24.1％　　　　　　　　　　　　　　　　

23.5％　 　　　　　　　　　　　　　　　

19.3％ 　　 　　　　　　　　　　　　　　　

9.0％　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　

3.3％　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　

0 20 40 60 80（%）

資料）国土交通省「国民意識調査」

社会資本に求める機能図表43

東日本大震災を受けてBCP（Business Continuity Plan：事業継続計画）
において特に対策が必要と考える項目

工場等の連絡体制、従業員安全確認

ライフライン（電気・水道・ガス）の確保

原材料・部品の確保

資金調達（資金繰り計画）

代替物流手段の確保

指揮系統の明確化、権限の委譲

情報資産（サーバー等）の安全・稼働確保

事業の復旧順序、優先順位

拠点の分散（工場・管理部門）

0 10 20 30 40 50
（注）１　平成23年４月調査
　　　２　％数値は、10,769社を母数として、複数回答（最大３項目）により選択
　　　　　された割合。
資料）（株）帝国データバンク「BCPについての企業の意識調査」

46.2％

34.6％ 　　　　

34.5％ 　　　　

30.9％　　　　　　

26.7％       　　　　　

21.2％　　　　 　　　　　

13.3％  　　　　　　　　　　　　

12.6％　　　　　　　　　　　　　

11.1％ 　　　　　　　　　　　　　

（％）

東日本大震災を受けてBCPにおいて対策が必要と考える項目図表44

（注）１　平成23年８月調査
　　　２　上場企業時価総額上位100社対象
資料）有限責任監査法人トーマツ

製造業計　　　非製造業計　　　全体計

人 物資 寄付
0

20

40

60

80

100
（実施比率：%）

28％ 30％ 29％

65％

40％

55％

88％
78％

84％

企業による被災地支援実施状況図表45

 
都県名 累積保管量（t）  

 岩手県 約590

 宮城県 約22,000

 秋田県 －

 山形県 －

 福島県 約30,000 

 茨城県 約3,000 

 栃木県 約2,600

 群馬県 約5,300 

 埼玉県 約9,500 

 千葉県 約1,100

 東京都 約3,300

 神奈川県 約19,000 

 山梨県 約240

 長野県 約1,000 

 新潟県 －

 静岡県 －

 計 約97,000

資料）国土交通省

脱水汚泥等の保管量 
（平成 24 年２月３日現在）

図表41
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（不動産の災害リスクや省エネ性能への関心の高まり）
　震災後、不動産の災害リスクへの関
心が高まっている。「主要都市の高度利
用地地価動向報告」（平成23年第３四
半期）によると、東北地方の被災地のみ
ならず、東京圏においても、海岸・湾岸
沿いの物件や高層マンションの高層階
への需要減退が見られたほか、中古物
件の耐震性への不安感等、災害リスク
への関心が高まっている様子がうかが
える。
　また、今回の国民意識調査においても、重視する住
宅性能として、「耐震化や免震化等、地震に強い家」
が最多（67.5％）で、次いで「省エネに優れた家」

（54.0％）であった。
　さらに、（独）住宅金融支援機構が震災後の23年
10月に民間住宅ローン利用予定者を対象に実施した
調査においても、住宅取得時に「耐震性能」、「省エネ
性能」を重視し、コストアップをしてもこれらの性能
を高めたいと回答した者のうち約８割が５～10％まで
のコストアップなら許容できると回答した。

（注）住宅の取得予定総額に対するコストアップ許容度（率）
　　　（調査対象：民間住宅ローン利用者1,038人）
資料）（独）住宅金融支援機構「民間住宅ローン利用者の実態調査（第２回）」より国土交通省作成

許容できない
7.3％

10％超
14.6％ 5％まで

39.2％

10％まで
38.8％

10％超
14.5％ 5％まで

36.6％

10％まで
41.4％

許容できない
7.5％

省エネ性能を高めるための
コストアップの許容度

　　　　　　　 （N=227）

耐震性能を高めるための
コストアップの許容度

　　　　　　 （N=492）

10％超
14.6％ 5％まで

39.2％

10％まで
38.8％

10％超
14.5％ 5％まで

36.6％

10％まで
41.4％

住宅の耐震性能や省エネ性能へのコスト負担意識図表48

●主要都市の高度利用地地価動向報告（平成23年第３四半期）より抜粋
・東日本大震災の影響で高層階（20階～30階）の人気が低くなってきてい
る。（埼玉県さいたま市）
・東日本大震災の影響により、湾岸エリアの人気は大きく下がってきてお
り、湾岸エリアから山側のエリアへの住み替え需要が目立っている。
（千葉県千葉市）
・タワーマンションについて、中古物件は耐震性等への不安感を持つ方が
多い。（東京都品川区）
・耐震性等への関心は高く、セミナーを開催すると、ハザードマップや地
歴についての質問が多くなっている。（東京都品川区）

不動産の災害リスクへの関心の高まり図表46

住宅の性能に関して、どのような点を重視しますか。
（3つまで）

67.5％

54.0％ 　　　

27.4％ 　　　　　　　　　

26.5％  　　　　　　　　　

21.2％　　　　　　　　　　　

0% 20% 40% 60% 80%

資料）国土交通省「国民意識調査」

耐震化や免震化されているなど、地震に強い家
　

通風や採光に優れ、また、断熱化されている
など、省エネに優れた家

壁などの耐久性が高く、配管や電気設備などの
維持管理が容易であるなど、長持ちする家

ドアや窓等に防犯設備が施されているなど、
犯罪に対して安全な家

高齢者や子供も安心して暮らせるよう、
バリアフリーに配慮された家

住宅性能で重視する点図表47

第３節 震災後における国土交通行政の転換
　東日本大震災の経験は、我が国の「かたち」を変えるものである。津波被害の大きさは、はるかに我々の
想定を超え、その状況が映像とともに日本全国のみならず、世界に広がった。
　今回の大震災は、前節で述べたように、災害に対する備えをするための国民意識や企業意識を変えた。さ
らに、原子力発電所の事故は、エネルギーのあり方やこれまでの取組みを大きく変える。
　この経験を踏まえ、国土交通行政においては、東日本大震災を契機とした国民意識の変化を踏まえつつ、
省内各分野の連携（ヨコ）、関係省庁との連携（ソト）、地域との連携を深め、持続可能で活力ある国土・地
域づくりに向けて新たな取組みを行っている。
　この節では、こうした国土交通行政の転換について述べる。

1 防災のあり方の転換

（ハード・ソフト施策を総動員した津波対策）
　これまでの津波対策では、過去に繰り返し発生し、近い将来同様の地震が発生する可能性が高く、切迫性
が高いと考えられる津波を想定してきた。しかしながら、今回の大震災の津波はこの想定を大きく上回り、甚
大な被害を発生させた。発生頻度が低く規模の大きい津波に対してまで背後を構造物のみで守りきることは
困難であり、今回の津波によって水位低減、津波到達時間の遅延、海岸線の維持等で一定の効果が見られた
ものの、構造物の防災機能にのみ依存することの限界が改めて認識された。
　大震災以降、中央防災会議、復興構想会議等にお
いて様々な議論がなされ、社会資本整備審議会・交
通政策審議会計画部会においても、平成23年７月６
日に「津波防災まちづくりの考え方」についての緊急
提言が行われた。この緊急提言では、「災害に上限な
し」という認識のもと、最大クラスの津波が発生した
場合においても「人命が第一」として、ハード・ソフ
ト施策を総動員する「多重防御」を津波防災・減災
対策の基本とすることとしている。
　この考え方は、政府の「東日本大震災からの復興の基本方針」にも位置付けられた。
　また、中央防災会議は「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」を設置
し、最終報告を平成23年9月に公表した。その中で、今後の津波対策を構築するに当たっては、津波の規模
や発生頻度に応じて、基本的に２つのレベルの津波を想定するとしている。
　１つ目のレベルは、比較的発生頻度が高い津波（概ね数十年から百数十年に１回程度の頻度で発生する津
波）であり、これに対しては、海岸保全施設等構造物で人命保護に加え、住民財産の保護、地域の経済活動
の安定化、効率的な生産拠点の確保を図ることとしている。
　２つ目のレベルは、発生頻度は極めて低いが甚大な被害をもたらす最大クラスの津波（概ね数百年から千
年に１回程度の頻度で発生する津波）であり、これに対しては、被害の最小化を主眼とする「減災」の考え方
に基づき、海岸保全施設等のハード対策とハザードマップの整備等のソフト対策といったとりうる手段を尽く
した総合的な津波対策を確立することとしている。

レベル１

レベル２

発生頻度

概ね数十年から百数十
年に一回程度の頻度で
発生する津波

概ね数百年から千年に
一回程度の頻度で発生
し、影響が甚大な最大
クラスの津波

考え方

人命保護に加え、住民財産の保
護、地域の経済活動の安定化、
効率的な生産拠点の確保の観点
から、海岸保全施設等を整備

住民等の生命を守ることを最優
先とし、住民等の避難を軸に、
とりうる手段を尽くした総合的
な津波対策を確立

資料）中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する
専門調査会報告」（平成23年9月28日）より国土交通省作成

これからの想定津波の考え方図表49
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